
（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：伊豆東海岸都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：静岡県 

 

 

 ３ 調査圏域：伊豆東海岸都市圏 

（熱海市、伊東市、下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町） 

 

 

 ４ 調査期間：令和２年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

伊豆東海岸都市圏では平成 23 年度の都市交通マスタープラン策定から、約 10

年が経過し、この間、本格的な少子高齢社会の到来や新東名高速道路、伊豆縦貫自

動車道（一部区間）の供用、平成 30 年４月には、伊豆半島がユネスコ世界ジオパ

ークに認定されるなど、社会情勢や都市交通体系が大きく変化している。 

本業務は、伊豆東海岸都市圏の交通課題の解決を図るため、都市圏の現況、交通

状況を把握するとともに、それに伴う前回計画の見直しと自動運転や MaaS 等の新

たな公共交通手段について検討した将来を見据えた交通体系の再構築を図ること

を目的として、新たな都市交通マスタープランを策定するものである。 

 

 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：伊豆東海岸都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

１．業務概要 

 

２．伊豆東海岸都市圏の現況分析 

２－１ 都市圏の概況 

２－２ 道路交通の現況分析 

２－３ 公共交通の現況分析 

２－４ 観光交通特性 

２－５ 上位関連計画 

 

３．都市交通の現状課題 

 

４．今後の交通施策の方向性 

４－１ 交通量配分の概要 

４－２ 現況再現結果 

４－３ Ｒ２、Ｒ２２交通量の推計結果 

 

５．委員会資料作成 

５－１ 委員会資料 

 

６．今後の課題 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 

伊豆東海岸都市圏総合都市交通計画検討会（検討会） 

（委員長：静岡県交通基盤部都市局都市計画課長） 

 

 

伊豆東海岸都市圏総合都市交通計画検討会作業部会（作業部会） 

（作業部会長：静岡県交通基盤部都市局都市計画課施設計画班長） 

 

 

伊豆東海岸都市圏総合都市交通計画検討会 事務局 

（静岡県交通基盤部都市局都市計画課） 

 

 ４ 委員会名簿等： 

区 分 所 属 役 職 

委員長 静岡県 交通基盤部 都市局  都市計画課長 

委 員 

国土交通省 中部地方整備局 沼津河川国道事務所 計画課長 

静岡県 交通基盤部 都市局 地域交通課長 

静岡県 交通基盤部 都市局 街路整備課長 

静岡県 交通基盤部 道路局 道路企画課長 

下田土木事務所  次長兼企画検査課長 

熱海土木事務所  次長兼企画検査課長 

熱海市 観光建設部  まちづくり課長 

伊東市 建設部 都市計画課長 

下田市  建設課長 

東伊豆町 建設課長 

河津町  建設課長 

南伊豆町  地域整備課長 

 



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

令和２年度は、調査の初年度として、都市圏の現況分析等を実施する。 

 

 ２ 調査フロー 

 

 

 

 

 

  



 ３ 調査圏域図 

 

本調査の対象地域は、熱海市、伊東市、下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町の

３市３町とする。 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 ４ 調査成果 

４-１ 伊豆東海岸都市圏の現況分析 

本章では各種データを用いて、本都市圏の人口、産業、土地利用、道路の整備状況や利用

状況、公共交通の整備状況や利用状況、交通結節点の整備状況などを整理した。また、観光

に関する過年度成果より、本都市圏に流入している観光客の移動実態を分析した。 

人口動向 

・人口は、2015 年(H27)で約 15.6 万人、1990 年(H2)から 15％減少 

・将来人口は引き続き人口減少傾向が顕著、2040 年(R22)には約 9.8 万人で 2015 年(H27)から 38％

減少と推計 

・年齢構成では、県平均を上回るペースで少子高齢化の傾向が続き、2015 年(H27)の高齢化率は

41％に達している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
出典：国勢調査、「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所） 

図 都市圏の年齢３区分人口割合の推移 

通勤通学流動 

・通勤通学者数は 2015 年（H27）で約 76.5 千人、2005 年（H17）から 15％減少 

・通勤通学者の内訳は、自市町への通勤通学が 75％以上を占めており、都市圏内での通勤通学は

85％以上となっている 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国勢調査 

図 通勤通学者数の推移         図 都市圏内の通勤通学者数内訳 



４-２ 都市交通の現状課題 

本章では本都市圏を取り巻く状況や現況分析、将来予測結果より洗い出した現状課題を、持

続可能性や高齢者、観光などの視点より整理した。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



４-３ 今後の交通施策の方向性 

本章では交通量配分を実施しており、現況再現を実施して交通量配分モデルの妥当性を確

保した上で、将来ＯＤ表、将来道路網を用いて将来交通量配分を実施した。 

 

交通量配分の概要 

使用データ 

本業務では、国土交通省中部地方整備局（以下、中部地整）が作成した平成 22 年度道路交通

センサスベースの交通量配分データを基に交通量配分データを作成した。 

なお、本業務のＯＤ表、ネットワークの作成にあたっては、「平成 30 年度 単道路交通情勢調

査に伴う将来交通量推計業務報告書 静岡県交通基盤部道路局道路企画課」も参考にゾーン分割、

ネットワーク（市道、町道）の追加を行っている。 

 

推計年次 

中部地整の交通量推計データの推計年次は、現況：Ｈ２２、将来：Ｒ１２（Ｈ４２）である。 

本業務の推計年次は、現況：Ｈ２２（現況再現）、Ｒ２、将来：Ｒ２２（Ｈ５２）である。 

 

４-４ 今後の課題 

本業務では、２ヵ年で策定する伊豆東海岸都市圏総合都市交通マスタープランの１ヵ年目 

として、現況分析、都市交通の現状課題、交通量推計について実施してきたところである。 

以下に、２ヵ年目の業務における検討の留意点など今後の課題について記載する。 

 

・ 本業務では現状課題について整理してきたところであるが、この課題解決に向け、道路整備の

方向性や公共交通の維持、交通結節点整備など将来都市圏交通の方向性を検討した上で、将来

ネットワーク計画（将来道路網計画、将来公共交通施策）や交通戦略の検討を進めていく必要

がある。 

 

・ 作業部会における意見として、本都市圏は県内他地域よりも高齢化率が高い状況等を背景に公

共交通（コミュニティバス）の課題認識が示されたところであるが、新たなモビリティ（自動

運転、MaaS 等）も含め、各市町の意見・ニーズを踏まえながら将来公共交通施策の検討を進め

ていく必要がある。 

 

・ 本都市圏では観光が主要産業である中、熱海市の今年度中に策定される立地適正化計画やウォ

ーカブル推進都市の動向も踏まえ、観光の活性化を見据えた計画・戦略の検討を進めていく必

要がある。 

 


